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専門調査会（第4回）委員意見への対応

第５回地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会

① 全体に対する意見

② 論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に
対する意見



委員意見への対応①全体に対する意見

委員からの主な意見 今後の方針（案）

1

○地震発生時の応急対策として地方自治体が
行うことに対し、国が制度上支援をすべきこと
がたくさんある。国と地方の役割分担や調整
が必要なものについて、制度上の議論をすべ
きである。

• 取りまとめの際に、国と地方の役割分担

や調整についても、整理して記載させて

頂く。

（資料１別添①）



委員意見への対応①全体に対する意見

委員からの主な意見

今後の方針（案）

2

○被災者ニーズに着目することはよいが、地震
は外力による区別（海溝型、直下型）があるこ
と、災害の被害の様相（中山間地域での発生、
発災時期、余震の有無など）により被災者
ニーズ・対応が異なることから、各地震の事
例集としてまとめるのが現実的である。

• 今後、個別テーマの検討の中で、被災者

ニーズを意識して課題や対応を整理させ

て頂く。

• 専門調査会での審議状況を反映しながら、

被災者ニーズについて最終的なアウトプッ

トを作成させて頂く。

（資料１別添②）

○各地震により、制約条件が違う。共通のもの、
地域性によるものを仕分けすることで、共通
的な初動対応の流れなどが見えてくるのでは
ないか。

○被災者ニーズは多様化している。今までの支
援・制度の何が十分でなかったのかを把握す
るため、行政が行うべきことが対応できずに
ボランティアが行ったことについて、丁寧に整
理する必要がある。

○取りまとめにあたっては、基本的なことと特別
なことを整理し、対応として何を行い、何が課
題だったのかを整理する必要がある。

○資料に示す「対応の基本的な流れ」を全て網
羅して評価するのは難しく、専門調査会の審
議を進める中で、その取り扱いを決めていく
必要がある。被災者ニーズで問題になった事
項だけではなく、問題となることが懸念される
事項についても、研究成果やその重要性等を
踏まえて整理する必要がある。

○病気・健康に関する様々なニーズを細かく見
ることで、災害に関与する医療・福祉関係者
に平常時から関心を持ってもらう必要がある。

○厚生労働省等での災害時の病気・健康に関
する研究・検討の成果も今回の検討に活用し
てもらいたい。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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○岩手・宮城内陸地震の発災当初、栗原市に
おいては、現場には自衛隊、警察、消防など
だけしか入れない状況であり、多くのボラン
ティアが来られることは迷惑であったため、
丁重にお断りした。しかし、その後の被災者
生活に関する防災ボランティア活動には大
変感謝している。被災者生活に関する防災
ボランティア活動において、行政と社会福祉
協議会とで防災ボランティア活動についての
議論を行っていく必要がある。

○地方自治体が地域防災計画に災害ボラン
ティアセンターを位置づけることもあるが、現
在は社会福祉協議会が中心となり、災害ボ
ランティアセンターの設置・運営を行っている。
災害ボランティアセンターの設置・運営体制
はまだ不十分であり、さらに環境整備を進め
ていく必要がある。

○ボランティアへの対応を災害ボランティアセ
ンターが行うといった組織化は必要であり、
ボランティア、企業、地域、行政の連携も考
えるべきである。

• ご意見を踏まえ、防災ボランティア活動が被

災地にとって有効であり、行政と社会福祉

協議会は平常時から議論しておくことが望

まれることを、報告書に反映させて頂く。

• ご意見を踏まえ、社会福祉協議会のほか、

ボランティアや企業、行政といった地域全体

で災害ボランティアセンターの運営に取り組

む必要性について、報告書に反映させて頂

く。

• ご意見について、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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• ご意見を踏まえ、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。災害ボランティアセンター

に関係する地元の機関等が連携して、地域

防災計画の記載内容を検討することが有効

と考えられる。

○社会福祉協議会が災害ボランティアセンター
を設置することが行政の中に位置づけられ
てきており、地域防災計画には災害ボラン
ティアセンターの記載がされている。地域防
災計画を作成する際に、行政と社会福祉協
議会の連携も重要なのではないか。

○ボランティアによる支援が受け入れられない
ことが考えられ、資料２の１５頁の右図の関
係を行政にどう位置づけていくかを考えてい
かなければならない。

○災害時に、様々な主体が連携して災害ボラ
ンティアセンターの立ち上げが行われるため
に、実際の災害を想定した行政、社会福祉
協議会、ＮＰＯの平常時の体制の枠組み作り
が重要である。

• ご意見について、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。

• ご意見を踏まえ、平常時から、地元で連携

した災害ボランティアセンターの立ち上げの

ための検討が重要であることについて、報

告書に反映させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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○ボランティア社会はいずれ市民社会になって
いくのではないかと考えている。しかし、ボラ
ンティアの経験を通じて、地域にとってのボラ
ンティア活動の大切さを自ら理解しないと、
市民社会とはならない。成熟した社会となる
ためには、防災ボランティア活動の展開の目
標を明確にしていく必要があり、そうでないと、
いつまでも社会が成熟せずに、ボランティア
でいい経験をした、というレベルで終わってし
まう。

• ご意見を踏まえ、防災ボランティア活動の総

括や報告を行い、防災ボランティア活動の

理解を促進することの重要性について報告

書に反映させて頂く。

○防災ボランティア活動を通じて被災地で直接
学んだことを、平常時のボランティア活動に
還元することが重要である。しかし、ボラン
ティアに対する認識もそこまで高まっておら
ず、災害が起きたある瞬間だけ手伝ってくれ
る人だというイメージがまだまだ払拭できて
いない。

• ご意見について、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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• ご意見を踏まえ、受援者側の防災ボラン

ティア活動に対する理解の必要性について、

報告書取りまとめの際に反映させて頂く。

○災害直後から復旧・復興の時期（復旧・復興
の進め方、集落・地域生活・コミュニティの再
建）にいたるまでボランティアは活動しており、
その経験を被害抑止、軽減に活かしていくこ
とが必要である。

○阪神・淡路大震災以降、防災ボランティア活
動そのものについて誤解していることが放置
されている。ボランティアを行う側は多くの経
験を積んで改善をしていくが、支援を受ける
側は変わらないため、ギャップが広がってい
く。ボランティアによる支援を受けた人も、い
ずれは支援する側に入ることを考えると、防
災ボランティア活動が終わった時点で、被災
者に防災ボランティア活動の実態を伝えるこ
とが必要である。

• ご意見について、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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○阪神・淡路大震災時、多くのボランティアが
訪れたときの対応が、現在の災害ボランティ
アセンターのマニュアルの原型になっており、
これまでの災害でマニュアルが整理されてき
たが、整理されたことによる弊害も生まれて
いる。被災時にはまず被災者ニーズを確認
することや、被災者に対してボランティアにつ
いての丁寧な説明を行うことなど、マニュア
ルに書ききれていない部分も重要である。災
害救援を行う柱は行政だが、そこに自由度
が高く、目配り・気配りが利くボランティアの
活動を少し入れることで、被災地の復旧・復
興を支援していく仕組み作りが必要である。

○このような専門調査会でボランティアを取り
あげること自体が進歩である。行政、ボラン
ティア、社会福祉協議会、企業の協働のムー
ドが出来ている中で、このような場を大切に
し、研修、話し合い等により、真の協働を目
指していくべきである。

• ご意見を踏まえ、災害ボランティアセンター

のマニュアルの内容について、報告書取り

まとめの際に反映させて頂く。

• ご意見を踏まえ、ボランティアと行政、社会

福祉協議会、企業の協働が今後求められる

ことについて、報告書取りまとめの際に反映

させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）

委員意見への対応②論点「ボランティア、民間企業の役割と連携」に対する意見
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○高齢者、障害者に対して、善意ではあるが
不適切な対応が少なくない。対応にあたって
何を注意すべきかについて、平常時からボラ
ンティアの教育プログラムに取り入れること
や、災害時には注意事項として周知すること
が必要である。

• ご意見を踏まえ、マニュアルや研修等の内

容として、ボランティアの善意の活動に対す

る注意事項の例（長岡市、新潟県等）を、報

告書取りまとめの際に反映させて頂く。

○ボランティアとして多様な方が訪れる中、被
災地・被災者の状況や、被災者に向けてカメ
ラを向けないなどの注意事項について、必ず
３０分はブリーフィングを行った。また、ボラン
ティアとして出来る限界についても共有して
おくことが重要である。これまで蓄積されたノ
ウハウを継承するためにも、研修の重要性
について取りあげるべきである。

• ご意見を踏まえ、研修の中でボランティア活

動上の注意点等のノウハウを継承すること

について、報告書取りまとめの際に反映さ

せて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）
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• ご意見を踏まえ、専門的なボランティア対応

の位置づけが必要であることについて、今

後の検討課題として整理させて頂く。

• 医療・福祉等の専門ボランティア対応につ

いて、避難生活および復旧・復興の議論の

際に議論して頂く。

○専門的知識・技術を持つ専門職のボランティ
アについて、災害ボランティアセンターや市
役所で受け入れが適切に出来ず、現場でト
ラブルが起きた事例などがある。個人及び団
体の専門職のボランティアの位置づけにつ
いて議論も必要である。

○資料４の「3.被災者のニーズに対応したボラ
ンティアコーディネートの実施」については、
「被災者ニーズに対応したサービスの提供」
としたタイトルにした方がわかりやすい。

• ご指摘の通り反映させて頂く。

○ボランティアと消防団との連携が少ないこと
の理由の一つに、余震が続く場合や人命に
係わる事象が考えられる場合、消防団は自
宅待機となるなどの制約がある。しかし、被
災地外の近隣の消防団が移動のためのバ
スを自ら手配し、防災ボランティア活動を行っ
た事例もある。

• ご意見について、報告書取りまとめの際に

反映させて頂く。



委員からの主な意見 今後の方針（案）
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○民間企業との連携を進めるためには、災害
協定による連携、事業継続計画作成が大事
である。民間企業との連携については、発災
時にどのようなことが出来るか、また協定に
際して経費の負担、災害補償について整理
しておく必要がある。

○行政が行っている対応には、民間企業が
行った方がうまくいくものがあり、行政も本来
の行うべきことについての時間がとれるメリッ
トがある。全国ネットの企業の場合、どこまで
が無償で、どこからが有償か、などマニュア
ルが決まっている。担当が頻繁に交代し、担
当同士が顔を合わせないなど、協定が形骸
化している問題があるが、ボランティアには
ない専門性と組織力を持つ民間企業の支援
を最大限活かすことが重要である。民間との
協定を実質的にするための共同訓練や、そ
のための日常的な努力の必要性、企業への
依頼のノウハウ等を地方自治体に周知する
ことが必要である。

• ご意見を踏まえ、民間企業との協定では迅

速な対応が求められ、地元業界を活用する

ことが重要である点を意識した整理を行う。

• 民間企業との協定については、インフラ復

旧に関する検討材料として、後日の専門調

査会で整理させて頂く。

• ご意見を踏まえ、民間企業による対応が効

果的であった例として、避難生活における

物資の確保や搬送等のロジスティクス面で

支援について整理させて頂く。

• 避難生活における民間企業の支援内容に

ついては、避難生活支援に関する検討材料

として、後日の専門調査会で整理させて頂く。


